










































What can Japanese school education do for the re-structing








Abstruction : In this article, we discuss the phase where the two aspects of Japanese schools, as a functional 
system of integration and selection, and a core of school community, are paid attention to ,by the severe 
earthquake in 2011.3.11. And we focus on the direction for which Japanese political decision-making ,democracy, 
and school education are going. Finally, we consider the system and contents of Japanese school education 
resisting national disaster and hegemonic integration by ruling power and value.
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に解体され、機能システムが社会の全領域を支配して
いく過程でもある。
教育システムとしての近代学校は、「どこの学校に
行っても、同じ条件のもとに、同じ内容を学ぶことが
できる」ように構想された。教師は、教育システムの
担い手として標準化されたプロセスを通じて養成され
る。学校に就学し、通学し、卒業することが長い歴史
のなかで人々に自明のこととなり、「いつでもどこで
も」同じ学校であるということ、学校はそのような機
能と性格をもって然るべきだという意識も浸透して
いった。
機能システムとしての近代学校は、国家による価値
や行動規範の標準化を通じた国民統合を担う「国家の
イデオロギー装置」として機能する（長谷川2019，166
頁）。
さらに、近代学校は、「互換性的普遍性」をもつ知
識の伝達と、官庁や企業社会の地位・処遇の体系と連
動した「価値換算表」に基づく学力・学歴序列を生み
出し、この社会に根づかせた（佐藤1978，第Ⅰ部）。
近代学校で伝達－獲得される知識は、子どもたちの
日常生活で培われる経験や意識に対して普遍的・抽象
的な意味の方向付けをもたらそうとする。また、かつ
て「村を捨てる学力」を形成するなどと言われたよう
に、近代学校は標準化された学力に基づく選別を通じ
て、学力・学歴序列のなかでより高い位置を占める学
校と、そうした学校に進学する機会のより多い地域へ
の人口の移動をも生み出してきた。
近代学校はこのような意味で、地域と子どもの日常
に根ざした「いま－ここ」を超えていこうとする意識
を生み出してきたし、現在もそうした社会的機能を果
たし続けているのである。
₁.₂　地域と結びついて成立してきた学校－「いま
－ここ」にしかない学校
いっぽうで、日本社会に機能（教育）システムとし
ての近代学校が普及する過程は決して容易なものでは
なかった。
近代学校は、空間・時間の意味づけや知識・行動原
理を全く異にする地域共同体のなかに突如として現出
し、地域共同体にとってそれは「異物」のように経験
され、近代学校が地域に根ざす過程のなかでは、学校
に対する排除の動きや様々な衝突や葛藤があったので
ある（柳2005）。
近代学校は地域共同体への浸透を図るために、自ら
の組織・運営の仕組みやカリキュラムに共同体の原理
や仕組みを取り込みながら、さらには新たに線引きさ
れた行政村の区画に対応する学区コミュニティを形成
しながら（葉養1998）各地に普及し、浸透していくと
いう歴史的・制度的過程を辿ることになった。
こうして近代学校は、それが根ざす地域社会をまさ
に「生きている」子ども、保護者、地域住民のネット
ワークの結節点として、それぞれの地域に固有の生活
条件、課題、生業、文化を継承・発展する拠点として、「い
ま－ここ」に根ざす人々のつながりを育んでもきた。
だから、地域の核としての学校は、₁.₁にみたよ
うな互換性的普遍性や官庁・企業社会で流通する交換
価値としての学力に対する疑義が示されたり、標準化
された学力の浸透に対して、地域の独自の現状に即し
て批判的な捉え返しが行われたりする場ともなった
（勝田・中内1964）。
こうして、学校という場では、知識・行動の標準
化・規格化という教育システムの機能と、学校が根ざ
している地域における人間形成の要求と作用とがせめ
ぎ合ってきた。近代学校は、その標準化機能を単に果
たすだけではなく、地域のいわば「いま－ここ」に根
ざす人間形成の要求に応答しながら、その性格を形成
し、継承してきたのである。
近代学校は、このように、二つの機能・側面を併せ
持ちながら、また、両者の間に緊張を孕みながら、今
日に至っているのである。
₁.₃　₃.11大震災によって問われる学校の₂つの
側面
⑴　日常モードから「解除」された学校
東日本大震災で、学校は避難者、被災者を受け入れ
るシェルター（避難所）の機能を担うことになった。
そこでは、機能（教育）システムとして作動する学校
のいわば日常モードが「解除」され、危機的な状況を
乗り切るための様々なつながりと共同が生まれた。
避難所となった学校では、子ども、教職員、保護者、
地域住民、避難者、被災者、支援者の間で、₁.₁で
みたような機能分化し制度化された社会関係や、標準
化・規範化された学力や行動様式をよしとする価値観
が一時的に「解除」され、立場の違いを超えて支え合い、
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励まし合うつながりが形成された。
学校の日常モードが解除された非日常的な状況で、
子どもたちは避難所となった学校で主体的・献身的に
働くすがたもみせた。子どもたちが極限的ともいえる
状況の中で発揮した力を目の当たりにした社会では、
学校で支配的な学力・学歴序列や価値・行動規範が相
対化され、厳しい状況をたくましく生き、困難な人々
に手を差し伸べる子どもたちの力強さ、優しさを評価
するまなざしも生まれた。
学校が再開されたとき、多くの子どもたちにとって
何よりも嬉しかったのは、友だちと再会できたことで
あり、友だちと一緒にいることの素晴らしさが実感さ
れた。
もちろん、避難所となった学校によっては、避難所
運営に関する行政・地域・学校の役割が不明分であっ
たり、地域の人々と学校の日常的なつながりの程度が
違ったりすることによって、困難も生じた。すべてを
学校に丸投げせず、住民と教職員らの間で自律的な分
業体制がつくられたケースも多かった。いっぽう、市
と教育行政の無策さと、避難者との間で板挟みになり、
過酷で抜き差しならない状況を乗り切らなければなら
ない学校もあった。
⑵　学校的な日常への「再回帰」
震災当日から時間が経過するにつれて、被害を免れ
た、あるいは被害が軽微であり日常の回復の早かった
地域では、機能（教育）システムとしての学校の日常
に「再回帰」しようとする動きも進んでいった。
学校の設備や教室が元の通りになり、教科書や鉛
筆、ノートを使って勉強ができるようになること、給
食が再開されること自体は、多くの子どもと学校関係
者が望んでいた（いる）ことに違いない。
だが、学校が機能システムとしての日常に「回帰」
するということは、これまで教育システムとしての
近代学校が辿ってきた「惰性的軌道」への回帰を意味
することでもある。₂. にみるように、大震災を機に、
新たな社会像や社会発展のかたちを人々が探り出す機
運も生じつつある。しかし、従来の経済成長路線の単
なる延長線上に「復興」をイメージし、そのような意
味での復興と連動するように従来の学力・学歴獲得を
重視する方向性や、規範化・標準化された行動様式を
強いる学校への回帰が生じてもきている。
学校的な日常として何が取り戻されるべきかとい
うことは、近代学校の担い手である教師の日々の実践
と地域社会との関係形成の過程で、教師にも、子ども
にも、保護者にも、地域住民にも形成され共有されて
もきた教育への期待や願いとも関わりながら、模索が
続いているともいえる。
₂．社会の再生に向けた〈政治〉的課題と展望
日本社会は、富よりもリスクの配分の在り方が問わ
れる「リスク社会」の局面に突入している。₃.11大震
災はこうした状況を一層進め、人々の関心はリスクの
不平等な分配と是正という新たな課題群に向かいつつ
ある。
大震災は、被災した地域にその復興・再生の展望を
見出すことも容易でない状況をもたらした。こうした
状況のなかで、地域をどのように創り直していくか、
そうしたプロセスを誰がどのように担うかという新た
な〈政治〉的意思決定のかたち、新たな社会・地域づ
くりのプロセスを生み出していくことが求められてい
る。
ところが、教育に関わる意思決定を担う国家・地
方およびこれらの教育行政システムには、学校の日常
化を願う人々の要求に共鳴板を見出しながら、自らが
辿ってきた惰性的軌道に基づく政策決定の正統性を調
達し、自らの足場を固めようとする動きもみられる。
₂.₁　市民・住民参加のプロセスを軸とする民主主
義へ
東日本大震災と、大震災に伴う津波被害、原発災害、
風評被害に対して、国家行政と地方行政が行った対応
の不適切さと、政策的意思決定のあり方の問題が様々
なかたちで明るみに出ている。
とくに、日本の政治と民主主義において、市民・住
民参加の仕組みとプロセスが決定的に欠如しているこ
とが明らかになった。
中央・地方政府が、政策のプロフェッショナルであ
る官僚の合理的意思決定に基いて、あらゆるケースに
通用する判断や行動の基準を示しうるという社会的信
頼の基盤は大きく崩れた。
福島第一原子力発電所の周辺地域では、実際にはい
つ帰還できるのか、もう戻ることができないのかも曖
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昧なままに、くるくると名称を変えながら、避難区域
の設定と避難指示が繰り返された。国が示した積算放
射線基準にぶれがみられたり、基準が再設定されるな
ど、その科学的な根拠と政策決定の妥当性に対して不
信も生じている。
日本の民主主義については、主に投票行動に限定さ
れた政治的意思表明の仕組みと、選挙を通じて「皆」
で選んだ政治家の決定には皆が従うべきだという、い
わば「集合的な拘束力のある決定」の正統性も大きく
揺らいでいる。
このことは、たとえば津波被害を受けた地域の移転
をめぐって、インフラとサービス、つながりを元々住
んでいた地域にとどまって再生するのか、移転するの
か、もし移転する場合、移転先は誰がどこに確保する
のか、当事者の望みと合致するのかといった、容易に
は折り合いのつかない問題をどのように解決していく
べきかを考えてみてもわかる。
理論的にも、現実的にも、未来の「破局」が誰の目
にも明らかに予測されるとき、現在の自分たちの事情
のなかで考えられる利益にのみ従って行動するのでは
なく、破局が現実になってしまう前にいま行動しなけ
ればならない。「ツナミ」がもたらす甚大な物的・精
神的被害を考察した哲学者はこう述べる（デュピュイ
2011）。
だが、未来の破局をもたらすものが何であり、それ
にどう対処すべきか。人々がそれぞれに抱く社会像や
価値観は容易には折り合わず、現在と将来の社会と人
間にとってほんとうに大事なものが何かを大局的に、
共同的・創造的に見出そうとする「道徳的想像力の縮
減」（バーンスティン2000）も生じうる。そこに、既
存のシステムに依拠して自らの権力と利害を温存・強
化しようとする勢力による食い込みも生じる。
デュピュイがいうような未来の破局が顕在化する
局面では、誰もが命や財を脅かされうる状況において
既存の社会の特権構造や支配的価値が問い直され、立
場や境遇を異にする人々の間に新たなつながりが生じ
る可能性が開かれる。しかし、いっぽうでは、「災害
便乗型資本主義」ともいわれるように、グローバル資
本が、政府の復興関連事業・予算に食い込むかたちで
自らの勢力と利益を拡大しようとする動向も生じてい
る。
₂.₂　政治システムと教育システムが果たすべき
役割
専門家の判断も割れる問題、避けられないリスクの
配分という問題系の現出と、どの社会層に属する者に
とっても生活条件が現在、将来において何らかのかた
ちや程度で脅かされる事態が普遍化するなかで、行政
には現時点で知りえる情報を最大限に開示し、判断や
その根拠が割れる場合にはそのことも含めて情報を示
し、人々が意思決定し、行動選択するうえでのオプショ
ンを示す機能を果たすことが求められる。
また、学校に関して言えば、校舎の崩壊、子どもの
流出と分断、様々な運営上の困難を乗り越えながらそ
の機能の回復と再生を果たしている途上である。教師
自身が様々なものを喪失し、つながりを絶たれるなか
で、目の前の子どもたちが少しでもよりよく生き、学
ぶことができるように、日々の教育実践に取り組んで
もいる。絶望や疲労、不安の中で、健気にも逞しく、
あるいは思うに任せぬ状態に苦しみながら、新たな一
歩を踏み出そうとしている子どもたち個々への配慮を
基調とした働きかけも求められている。
₂.₃　教育行政の諸施策に貫かれている硬直性と無
慈悲さ
大震災後に教育行政が打ち出した諸施策のなかに
は、学校と教師が抱えるこのような課題と困難を直視
せず、既成の構造と権限を温存し、これまでの軌道を
惰性的に回り続けようとする動きの表れと思われるも
のもみられる。そこには、教職員、子ども、保護者、
地域住民への配慮ではなく、その対極の無慈悲さすら
感じられる。
振り返れば、以下のような動きが大震災からの「復
興」の名のもとに進められた。これらの施策は何を復
興・再生しようとしているのだろうか。
学習に関しては、「急がれた正常化」が進んだ。
ある学校では、まだ遺体回収が進行しているなか、
明かりもない暗がりのなかでプリント学習をさせるよ
う求められた。通常の授業体制が組めない学校が数あ
る中で、2008年（小・中学校）、2009年（高校・特別支
援学校）に改訂された学習指導要領の完全実施が、計
画通り2011年度に強行された。全国学力・学習状況調
査も、被災した学校を置き去りにして始められた。
また、自治体によっては市内の小・中学校に一律の
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「故郷復興プロジェクト」を実施するところもあった。
あいさつ運動、千羽鶴折、合唱など、その取組み自体
には意義や価値を見出せるが、各学校の被害・復興の
状況や程度も異なる中で、全校一斉に取り組ませるこ
とは過酷ではなかっただろうか。
容赦ない人事異動と学校統廃合も拍車をかけた。子
どもと教師が被災した状況のなかでつながりを築きな
がら進めてきたケアの取組みなどを考慮せず「兼務発
令」というかたちで計画通りに実施された人事異動と、
学校・学級の適正規模の基準を機械的に適用し、被害
を受けた地域の核となってきた学校の統廃合は、国と
地方の教育行政の無慈悲さを示している。
　
₃．どのような学校を再生・創造すべきか
大震災とその後の学校と地域の再生・創造の課題と
道のりを考えるとき、大切にすべき視点は何だろうか。
「自然災害・人為災害」に脆弱でない学校をつくるこ
とがまず大切である。さらに、支配的な価値観や政策
動向による「ヘゲモニックな統合」に対しても脆弱で
ない学校をつくる必要がある。そして、そのためには、
子どもの命と権利を何よりも大切にする社会と学校で
なければならない。
₃.₁　「自然災害」に直面し、乗り越えた学校からの
教訓を生かす
学校の建築、モノの配置、人の動きなどをどのよう
に計画することによって、地震や津波の被害を防ぎ、
減らせるか。こうした観点から、学校建築の地理的・
地形的な条件や建築構造を見直すことは重要な課題で
ある（数見2011）。
また、学校がコミュニティに根ざしていたところほ
ど避難が容易に進んだ場合も多いことから、自然災害
に脆弱でない学校づくりという観点からも、学校と地
域の関係を考え直すことも必要であろう。
いっぽうで、学校が子どもの命を守るという観点か
ら、地域との関係をこれから新たに築きながら、教育
行政が機能しない事態では学校が核となって、迅速な
避難と二次被害の防止にあたれる体制をつくっておく
ことも必要である。
「いま－ここ」にある子どもの命を守る学校の機能
を実現するためにこそ、学校に集積する施設、モノ、
人とその運用の仕組みを見直すということである。
₃.₂　「ヘゲモニックな統合」の進行と対抗軸
₂.₃にもみたように、学校制度のあり方や、カリ
キュラム（教育課程）と評価のかたちを、ヘゲモニッ
ク（支配的）な政策動向や価値観に沿うように統合し
ようとする動きが進んでいる。
こうした動きは2006年の教育基本法改正、2007年の
学校教育法改正や、2000年代から開始された全国や自
治体の「学力テスト」、学校・教員評価などによって
進められてきた。
大震災後に学校を正常化しようとする動きのなか
で、財政効率優先主義、競争主義、学校運営・学級経
営および教育課程編成・実施の規則と手続きの細分化、
以上に貫かれて進む学校管理・教育目標管理の強まり
が各地でみられる。
では、対抗軸をどこに見出すべきであろうか。一つ
は、⑴「隠れたカリキュラム」を問い返すこと、もう
一つは、⑵継承すべき地域の文化とつながりの掘り起
こしである。
⑴　「隠れたカリキュラム」を問い返す
教科書に書かれていることは、そのまま正しいこと
として受け入れるべきであるということは、子どもた
ちにも、あるいは教師のなかでも、それと意識される
ことがないほどまでに「刷り込まれて」きた価値観で
はないか。
しかし、岩手県釜石市の津波防災教育の事例（片田
2012）や、原発災害を受けた教育課程と教育実践の見
直しの動きは、こうした「隠れたカリキュラム」を意
識化し、これを「教えられたことは一つの想定であり、
常に疑ってかかる姿勢をもつ」ことや、「なるべく確
かな根拠に基づく情報と知識を選択し、自らの考えで
判断を下すことこそが大切である」ことを最も基本的
なメッセージとして発信するような教育課程づくりと
教育実践を展開していくことが求められるし、そのよ
うな取り組みがすでに進みつつある。
⑵　継承すべき地域の文化とつながり
学校教育の目標、内容、方法を、それまで地域に継
承されてきた文化やつながりを教師が意識的に掘り起
こし、子どもと繋いでいくようなものに性格転換して
教育と復興の課題に学校はいかに応えうるか
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いくことも課題である。
とはいえ、地域に一生涯にわたってはとどまらない
かもしれない子ども、地域そのものが学校とともに移
転した子ども、学区コミュニティーが分断されて離散
し別々の学校に通わざるをえない子ども、あるいは地
域と学校自体が壊滅的な打撃を受けて再生の見通しが
立たない状況を生きている子どもなど、一括りには論
じられない。産業構造や居住形態も含め、地域といっ
てもその実態は様々であり、地域住民と学校の関わり
方も様々であろう。
さらに、現在も教師と子ども、保護者が離れ離れに
なって避難している状況が続いている地域と、沿岸部
でもまだ復興には程遠い地域も多く、「地域」をどう
とらえ、地域の何を学校で取り上げ継承していくのか
については、様々なアプローチがありうるだろう。
そのうえで共通すると思われる課題は、科学・芸術・
文化の知識がもつ普遍的に物事を捉える視座を獲得す
ることを軸に据えつつ、子どもの、人間の「いのち」
の尊さと、地域の人々が様々な自然条件や社会課題と
格闘しながら脈々と築き上げ継承してきた「文化」を
両輪とした教育課程を編成し、教師と子どもたち、そ
して地域の人々が学び合うなかで、地域社会の現在と
将来を展望していけるような教育内容と教育実践の再
生と創造に取り組んでいくことであろう（徳水2018ほ
か）。
※本稿は、2012年₅月26日に開催された、みやぎ教育
文化研究センターのシンポジューム「震災を通して
考える　地域と学校」の講演内容をもとに加筆・修
正したものである。
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